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(57)【要約】
【課題】　横引シャッターの交差２面の直線部を結ぶ方
向転換湾曲部の曲率半径を縮小する。
【解決手段】　脱出ヒンジ１５の振止水平ローラー３を
案内する上枠４１内の振止ガイド６２を、方向転換湾曲
部４３のみにおいて不存在として脱出ヒンジ変位許容部
４４を配置し、該湾曲部４３を通過する脱出ヒンジ１５
を上枠４１の見込方向中心から変位し、その円弧に対し
て弦をなす、脱出ヒンジ１５連結の隣接する縦長パネル
１３の接点を円弧中心側に移動し、該接点を通る円弧に
よって方向転換湾曲部４３を形成し、同一構成の横引シ
ャッターＳのままその曲率半径を縮小する。
【選択図】　図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　開閉方向に交互に配置した走行ヒンジと脱出ヒンジによって縦長パネルを蛇腹状折畳自
在に連結したシャッター本体と、上記走行ヒンジに設置したハンガーローラーをガイドレ
ールに走行自在に配置し且つ上記脱出ヒンジに設置した振止水平ローラーを該ガイドレー
ル下位に該振止水平ローラーに対接するように見込方向に突出配置した振止ガイドによっ
て案内して開閉方向中間の方向転換湾曲部を介して上記シャッター本体を交差２面に対し
て開閉自在に吊り支持したシャッター枠を備えた横引シャッターであって、上記シャッタ
ー枠の脱出ヒンジに設置した振止水平ローラーに対接する振止ガイドを上記方向転換湾曲
部において短寸化又は不存在とすることにより、隣接して伸張拘束した縦長パネル間の上
記脱出ヒンジをシャッター枠の見込方向片側一方に変位通過自在とする脱出ヒンジ変位許
容部を配置することによって、同一構成の横引シャッターを用いつつその上記方向転換湾
曲部の曲率半径を縮小変更してなることを特徴とする交差２面開閉横引シャッター。
【請求項２】
　上記横引シャッターをシャッター枠の内側に蛇腹状に折畳自在の内側折畳み形態とし且
つ上記脱出ヒンジ変位許容部を、方向転換湾曲部の内側配置の振止ガイドの短寸化又は不
存在とすることによって形成してなることを特徴とする請求項１に記載の交差２面開閉横
引シャッター。
【請求項３】
　上記横引シャッターをシャッター枠の外側に蛇腹状折畳自在の外側折畳み形態とし且つ
上記脱出ヒンジ変位許容部を、方向転換湾曲部の外側配置の振止ガイドを短寸化又は不存
在とすることによって形成してなることを特徴とする請求項１に記載の交差２面開閉横引
シャッター。
【請求項４】
　上記曲率半径の縮小変更を、８００～３００ｍｍの範囲としてなることを特徴とする請
求項１、２又は３に記載の交差２面開閉横引シャッター。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばショッピングセンター、地下街等の店舗や公共施設の開口部に設置使
用する横引シャッターに関し、特に開口部が交差２面に及ぶ箇所に設置することによって
該交差２面に亘って開閉するようにした交差２面開閉横引シャッターに関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の横引シャッターとして、本出願人の下記特許文献１が知られており、これによ
れば、該横引シャッターは、開閉方向に交互に配置した走行ヒンジと脱出ヒンジによって
縦長パネルを蛇腹状折畳自在に連結したシャッター本体と、上記走行ヒンジに設置したハ
ンガーローラーをガイドレールに走行自在に配置し且つ上記脱出ヒンジに設置した振止水
平ローラーを該ガイドレール下位に該振止水平ローラーに対接するように見込方向に突出
配置した振止ガイドによって案内するシャッター枠を備えたものとされ、上記振止ガイド
は、例えば、振止水平ローラーを見込方向前後で挟持するようにガイドレール下位に対向
方向に突出配置した対向一対のものとされている。この場合、シャッター本体を単一面で
開閉するものとされるが、ガイドレールの開閉方向中間に方向転換湾曲部を介設すること
によって、シャッター本体の開閉を交差２面で行うようにすることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平０６－３３６６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　この場合、交差２面に亘るものとすれば、交差２面の開口部に設置して、シャッター本
体を開閉自在に配置して、例えば交差一方をフルオープンとし、交差他方に蛇腹状折畳み
のための戸袋スペースを配置する如くに用いることができるが、上記構造のものとするこ
とによって、走行ヒンジと脱出ヒンジは、シャッター枠の直線部、方向転換湾曲部を問わ
ずに、常にその見込方向中央線上に位置した状態で走行するために、その開閉方向中間の
方向転換湾曲部の曲率半径が比較的大きいものとなり、このために、該方向転換湾曲部を
設置するコーナーに上記曲率半径に応じた半径スペースを必要とするところ、例えば店舗
のように、設置場所によっては、開口部付近のコーナーに、商品の展示や保管をなし得な
い利用不可能のデッドスペースをなす如くに開口部の面積活用を妨げられるという傾向を
招き易い。
【０００５】
　本発明はかかる事情に鑑みてなされたもので、その解決課題とするところは、上記走行
ヒンジと脱出ヒンジを有する同一構成の横引シャッターを用いながら、交差２面間の方向
転換湾曲部の曲率半径を適宜に縮小し開口部の面積活用を可及的有効になし得るようにし
た交差２面開閉横引シャッターを提供するにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題に沿って本発明は、上記縦長パネルを蛇腹状折畳自在に連結した走行ヒンジの
ハンガーローラーは該走行ヒンジに回転自在であるため、該走行ヒンジは方向転換湾曲部
の曲率半径の如何を問わずに該方向転換湾曲部を通過し得る一方で、脱出ヒンジの振止用
水平ローラーは該脱出ヒンジに水平に軸支したものであり、その方向転換湾曲部の通過時
には、該脱出ヒンジによって連結した隣接する縦長パネルが伸張状態に拘束され、該連結
パネルと隣接する縦長パネルの合計横幅が方向転換湾曲部における曲線の円弧に対して所
定の弦長さをなしており、方向転換湾曲部の曲率半径は、該弦長さを通過し、その方向転
換し得るものとする必要があること、このとき、該隣接する縦長パネル間の脱出ヒンジの
シャッター枠内の移動軌跡の位置を、方向転換湾曲部においてその見込方向中心線、即ち
、円弧の中心線より見込方向に向けて変位すれば、上記所定の弦長さを有する上記脱出ヒ
ンジによって連結した隣接する縦長パネルをそのまま用いても、方向転換湾曲部の曲線に
対する上記弦長さを短寸化した如くに、方向転換湾曲部の円弧に対する弦両端の接点、即
ち、走行ヒンジと隣接する各縦長パネルの軸支点が中心側に移動するために、該接点を通
る円弧の方向転換湾曲部とすれば、該円弧、即ち方向転換湾曲部の曲率半径を縮小可能と
なる上記脱出ヒンジで連結して伸張状態に拘束した隣接する縦長パネルの通過に支障は生
じないことから、上記方向転換湾曲部に該脱出ヒンジを変位する脱出ヒンジ変位許容部を
配置して、該方向転換湾曲部における脱出ヒンジを、上記円弧の中心線より見込方向に向
けて変位可能として、脱出ヒンジで連結して伸張状態に拘束した隣接する縦長パネルの弦
両端の接点を中心側に移動することによって、該変位量に応じて該方向転換湾曲部の曲率
半径を縮小し得るようにしたものであって、即ち、請求項１に記載の発明を、開閉方向に
交互に配置した走行ヒンジと脱出ヒンジによって縦長パネルを蛇腹状折畳自在に連結した
シャッター本体と、上記走行ヒンジに設置したハンガーローラーをガイドレールに走行自
在に配置し且つ上記脱出ヒンジに設置した振止水平ローラーを該ガイドレール下位に該振
止水平ローラーに対接するように見込方向に突出配置した振止ガイドによって案内して開
閉方向中間の方向転換湾曲部を介して上記シャッター本体を交差２面に対して開閉自在に
吊り支持したシャッター枠を備えた横引シャッターであって、上記シャッター枠の脱出ヒ
ンジに設置した振止水平ローラーに対接する振止ガイドを上記方向転換湾曲部において短
寸化又は不存在とすることにより、隣接して伸張拘束した縦長パネル間の上記脱出ヒンジ
をシャッター枠の見込方向片側一方に変位通過自在とする脱出ヒンジ変位許容部を配置す
ることによって、同一構成の横引シャッターを用いつつその上記方向転換湾曲部の曲率半
径を縮小変更してなることを特徴とする交差２面開閉横引シャッターとしたものである。
【０００７】
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　請求項２及び３に記載の発明は、上記に加えて、横引シャッターの折畳みを内側、例え
ば店舗の店内側に行う如き内側折畳み形態のものとし、また、外側、例えば店舗の廊下側
に行う如き外側折畳み形態のものとするに際して、それぞれ上記脱出ヒンジ変位許容部の
配置を好適なものとするように、請求項２に記載の発明を、上記横引シャッターをシャッ
ター枠の内側に蛇腹状に折畳自在の内側折畳み形態とし且つ上記脱出ヒンジ変位許容部を
、方向転換湾曲部の内側配置の振止ガイドの短寸化又は不存在とすることによって形成し
てなることを特徴とする請求項１に記載の交差２面開閉横引シャッターとし、請求項３に
記載の発明を、上記横引シャッターをシャッター枠の外側に蛇腹状に折畳自在の外畳み形
態とし且つ上記脱出ヒンジ変位許容部を、方向転換湾曲部の外側配置の振止ガイドを短寸
化又は不存在とすることによって形成してなることを特徴とする請求項１に記載の交差２
面開閉横引シャッターとしたものである。
【０００８】
　請求項４に記載の発明は、同じく上記に加えて、曲率半径の縮小変更を、好ましい範囲
のものとして、横引シャッター設置の対象を拡大し得るものとするように、これを、上記
曲率半径の縮小変更を、８００～３００ｍｍの範囲としてなることを特徴とする請求項１
、２又は３に記載の交差２面開閉横引シャッターとしたものである。
【０００９】
　なお、本発明においてシャッター本体を開閉自在とする交差２面とは、直線と直線のガ
イドレールが交差する形態の他、例えば、店舗の正面部位が湾曲し、これに交差する戸袋
部位が直線である場合のように、曲線と直線のガイドレールが交差する交差する形態の双
方を含む意味に用いる。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明は以上のとおりに構成したから、請求項１に記載の発明は、方向転換湾曲部に該
脱出ヒンジを変位する脱出ヒンジ変位許容部を配置して、該方向転換湾曲部における脱出
ヒンジを、上記円弧の中心線より見込方向に向けて変位可能として、脱出ヒンジで連結し
て伸張状態に拘束した隣接する縦長パネルの弦両端の接点を中心側に移動することによっ
て、該変位量に応じて該方向転換湾曲部の曲率半径を縮小し得るようにして、上記走行ヒ
ンジと脱出ヒンジを有する同一構成の横引シャッターを用いながら、交差２面間の方向転
換湾曲部の曲率半径を適宜に縮小し開口部の面積活用を可及的有効になし得るようにした
交差２面開閉横引シャッターを提供することができる。
【００１１】
　請求項２及び３に記載の発明は、上記に加えて、横引シャッターの折畳みを内側、例え
ば店舗の店内側に行う如き内側折畳み形態のものとし、また、外側、例えば店舗の廊下側
に行う如き外側折畳み形態のものとするに際して、それぞれ上記脱出ヒンジ変位許容部の
配置を好適なものとすることができる。
【００１２】
　請求項４に記載の発明は、同じく上記に加えて、曲率半径の縮小変更を、好ましい範囲
のものとして、横引シャッター設置の対象を拡大し得るものとすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】横引シャッターの正面図である。
【図２】横引シャッターの中間を省略した横断面図である。
【図３】図１のＡ‐Ａ線縦断面図である。
【図４】図２のＢ‐Ｂ線縦断面図である。
【図５】方向転換湾曲部とシャッター本体の関係を示す横断面図である。
【図６】方向転換湾曲部と脱出ヒンジの関係を示す縦断面図である。
【図７】方向転換湾曲部と縦長パネルの関係を示す縦断面図である。
【図８】方向転換湾曲部と走行ヒンジの関係を示す縦断面図である。
【図９】外側折畳み形態の方向転換湾曲部とシャッター本体の関係を示す横断面図である
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【図１０】方向転換湾曲部と脱出ヒンジの関係を示す縦断面図である。
【図１１】方向転換湾曲部と縦長パネルの関係を示す縦断面図である。
【図１２】方向転換湾曲部と走行ヒンジの関係を示す縦断面図である。
【図１３】脱出ヒンジの横断面図である。
【図１４】脱出ヒンジ変位許容部の非配置の方向転換湾曲部とシャッター本体の関係を示
す横断面図である。
【図１５】方向転換湾曲部と脱出ヒンジの関係を示す縦断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下図面の例に従って本発明を更に具体的に説明すれば、図中Ｓは交差２面開閉横引シ
ャッターであり、該横引シャッターＳは、開閉方向に交互に配置した走行ヒンジ１４と脱
出ヒンジ１５によって縦長パネル１３を蛇腹状折畳自在に連結したシャッター本体１と、
上記走行ヒンジ１４に設置したハンガーローラー２をガイドレール６１に走行自在に配置
し且つ上記脱出ヒンジ１５に設置した振止水平ローラー３を該ガイドレール６１下位に該
振止水平ローラー３に対接するように見込方向に突出配置した振止ガイド６２によって案
内して開閉方向中間の方向転換湾曲部４３を介して上記シャッター本体１を交差２面に対
して開閉自在に吊り支持したシャッター枠４を備えたものとしてあり、本例にあって該横
引シャッターＳは、シャッター枠４を上枠４１と開閉方向両端の吊元側及び戸当り側の縦
枠４５によるものとし、シャッター本体１を該上枠４１のガイドレール６１に吊り支持す
ることによって、その開閉を行うようにした、下枠省略のノンレールのものとし、横引シ
ャッターＳ設置開口部の床面をフラット面としたものとしてある。
【００１５】
　本例にあって該横引シャッターＳは、そのシャッター本体１、シャッター枠４を、いず
れもアルミ押出材に切断、穴あけ、曲げ等の所定の加工を施して構成したアルミ製のもの
としてあり、本例のシャッター本体１は、上下左右の框材を框組みして、その中框の上下
にガラス、樹脂、金属等適宜のパネルを配置して形成した縦長パネル１３を、開閉方向交
互配置の走行ヒンジ１４と脱出ヒンジ１５によって連結し、その開閉方向両端に吊元框１
１及び走行框１２を配置することによって、上記ヒンジ１４、１５によって内外に蛇腹状
の折畳みを行うようにしたものとしてある。
【００１６】
　本例の走行ヒンジ１４及び脱出ヒンジ１５は、開閉用引手兼用の中空基部の両側にヒン
ジ一方の支軸１７を突出した縦長パネル１３の連結枠をなすヒンジ本体１６と、該縦長パ
ネル１３の縦框の側面に一体に突出して上記支軸１７に回動自在に嵌合した軸受１８によ
って、これを形成した所謂アルミ全面ヒンジによるものとしてあり、本例にあって該走行
ヒンジは、その最大拡開時の外角、即ち、縦長パネル１３が最大限反ったときの該縦長パ
ネル間の角度を１５０～１８０°、例えば１７０°としてある。
【００１７】
　走行ヒンジ１４には、一対のローラーを前後に軸支し且つその支軸の長手方向中央位置
に鉛直軸を配置したハンガーローラー２を、該鉛直軸を回転自在に連結することによって
、該ハンガーローラー２を上方に向けて突出してあり、また、脱出ヒンジ１５には、鉛直
軸の上端に単一のローラーを回転自在に水平に軸支した振止水平ローラー３を、該鉛直軸
を連結することによって、該振止水平ローラー３を同じく上方に向けて突出してあり、こ
のとき、ハンガーローラー２は、これを上位に、振止水平ローラー３は、これを下位に位
置するように上下に段差を介して配置することによって、後述の上枠４１のガイドレール
６１の高さにハンガーローラー２が、振止ガイド６２の高さに振止水平ローラー３がそれ
ぞれ位置するようにしてある。このとき、上記吊元框１１及び走行框１２にもハンガーロ
ーラー２を設置し、これらを走行ヒンジ１４と同様にガイドレール６１に吊支持するもの
としてある。
【００１８】
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　シャッター枠４の上枠４１は、上記ガイドレール６１と振止ガイド６２を有する交差２
面の直線部４２と、その間の方向転換湾曲部４３を備えたものとしてあり、このとき、上
記ガイドレール６１は、見込方向中央位置にハンガーローラー２の上記連結軸を通過する
空間を配置して水平に突出した離隔一対のフィン状のものとし、振止ガイド６２は、該ガ
イドレール６１下位の見込方向片側に突出配置した同じくフィン状のものとしてある。
【００１９】
　本例にあって上枠４１は、上枠本体５と、該上枠本体５にガイドレール６１と振止ガイ
ド６２を形成するレール部材６によって形成してあり、このとき、上枠本体５は、上枠４
１の直線部４２において断面下向きＣ字状にして天板から垂下した対向壁の内側上下に、
例えば断面Ｌ字状の係合条をそれぞれ配置した一体成形のものとしてあり、また、上枠４
１の方向転換湾曲部４３において、同様に係合条を配置した対向壁を上端で連結する連結
用の天板を配置し、曲げ加工に適するように同じく断面Ｃ字状とした２部材構成のものと
してあり、上記レール部材６は、該上枠本体５の対向壁内側に、その上記係合条にそれぞ
れ引掛け係合することによって該上枠本体５に設置し、上記ガイドレール６１と振止ガイ
ド６２を上枠４１に形成配置するものとしてある。
【００２０】
　本例にあってレール部材６は、上記ガイドレール６１と振止ガイド６２を配置したもの
と、上記ガイドレール６１を備えるも振止ガイドを備えないものとの２種構成とし、該レ
ール部材６は、見込方向片側、例えば、後述のシャッター本体１の内側折畳み形態のもの
にあっては、その折畳み側と同じく内側に、また、同じく後述の外側折畳み形態のものに
あってはその折畳み側と同じく外側にそれぞれ振止ガイド６２を有するように、その配置
を行うものとしてあり、このとき、これら２種構成の各レール部材６は、いずれも水平方
向に反転配置することによって内側折畳みと外側折畳み形態に共通使用可能のものとして
ある。一方、吊元側及び戸当り側の縦枠４５は、それぞれ吊元框１１、戸当框１２を受け
入れる開口を備えた断面Ｃ字状乃至Ｈ字状のものとしてある。
【００２１】
　上記シャッター枠４は、その交差２面をなす直線部４２の間に方向転換湾曲部４３を一
連に配置した上枠４１を、吊元側及び戸当側の縦枠４５間に配置し、その上枠４１のガイ
ドレール６１に、シャッター本体１の走行ヒンジ１４、上記吊元框１１、走行框１２の各
ハンガーローラー２をブリッジ状に載置し且つ振止ガイド６２に、脱出ヒンジ１５の各振
止水平ローラー３を対接するように、シャッター本体１を吊り込んで上記横引シャッター
Ｓとして、店舗等の開口部に設置使用するものとしてある。
【００２２】
　このとき、該横引シャッターＳは、その上記シャッター枠４の、脱出ヒンジ１５に設置
した振止水平ローラー３に対接する振止ガイド６２を上記方向転換湾曲部４３において短
寸化又は不存在とすることにより、隣接して伸張拘束した縦長パネル１３間の上記脱出ヒ
ンジ１５をシャッター枠４の見込方向片側一方に変位通過自在とする脱出ヒンジ変位許容
部４４を配置することによって、同一構成の横引シャッターＳを用いつつその上記方向転
換湾曲部４４の曲率半径を縮小変更したものとしてある。
【００２３】
　即ち、例えば、上記縦長パネル１３の横幅を、１５０～３００ｍｍ、例えば２２０ｍｍ
、脱出ヒンジ１５の外角の拡開角度を１５０～１８０°、例えば１７０°としたときの方
向転換湾曲部４３の曲率を変更した図示例を示すと、図１乃至図８の例は、シャッター本
体１を内側折畳み形態、即ち、店舗の面積内にシャッター本体１を蛇腹状に折畳むように
、方向転換湾曲部４３を内側に向けて湾曲形成し、その曲率半径を可及的に縮小、本例に
あっては、例えば５００ｍｍとした例、図９乃至図１２は、上記と逆に、シャッター本体
１を外側折畳み形態、即ち、例えば廊下側にシャッター本体１を蛇腹状に折畳むように、
方向転換湾曲部４３を外側に向けて湾曲形成し、同じく、その曲率半径を可及的に縮小、
本例にあっては、同じく５００ｍｍとした例であり、これに対して図１４及び図１５は、
デッドスペースの発生を許容可能とする公共施設等において、同じくシャッター本体１を
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内側折畳み形態として、その曲率半径を径大化、例えば１０００ｍｍとしたときの例であ
る。
【００２４】
　図１乃至図８及び図９乃至図１２の例は、脱出ヒンジ変位許容部４４を方向転換湾曲部
４３に配置するとともに該脱出ヒンジ変位許容部４４の振止ガイド６２を不存在として、
脱出ヒンジ１５を、シャッター枠４内で最大限に変位した状態で方向転換湾曲部４３を通
過するようにしたものであり、一方、図１４及び図１５は、振止ガイド６２をそのまま方
向転換湾曲部４３に残し、脱出ヒンジ変位許容部を配置することなく、脱出ヒンジ１５を
、シャッター枠４の上枠４１における直線部４２と同様に、方向転換湾曲部４３の見込方
向中心線、即ち曲率半径中心線を脱出ヒンジ１５が通過するようにしたものである。
【００２５】
　このように上記振止ガイド６２の不存在又は短寸化による脱出ヒンジ変位許容部４４の
配置により脱出ヒンジ１５の変位通過を可能とすることによって、該変位量に応じて方向
転換湾曲部４３の曲率半径を変化することが可能となる。
【００２６】
　振止ガイド６２の不存在又は短寸化による脱出ヒンジ変位許容部４４は、本例にあって
上記上枠４１を上枠本体５とともに構成するレール部材６の設置に際して、該内側又は外
側に、上記２種のレール部材６のうち振止ガイドを備えないレール部材６を配置するよう
にし、また、該２種のレール部材６のうち振止ガイド６２を備えるものを用いるも、その
突出長さを短寸化するように見込方向部分的に切欠き除去することによって、これを配置
するようにしてある。なお、このとき、方向転換湾曲部４３に連続する直線部４２にあっ
ては、その振止ガイド６２の端部を切欠き傾斜することによって、振止水平ローラー３の
該直線部４２の振止ガイド６２への対接とこれによる案内をスムーズに誘導し得るものと
してある。
【００２７】
　方向転換湾曲部４３に脱出ヒンジ１５を変位する脱出ヒンジ変位許容部４４を配置する
ことによって、直線部４２において振止ガイド６２の振止水平ローラー３の案内により上
枠４１の見込方向中央位置を通過して方向転換湾曲部４３に至った脱出ヒンジ１５は、振
止ガイド６２が不存在となることによって、該振止水平ローラー３が上枠４１の垂下片、
本例にあってはレール部材６の垂下片に対接する結果、方向転換湾曲部４３の円弧の中心
線より見込方向の該円弧の中心側に向けて変位し、該脱出ヒンジ１５で連結して伸張状態
に拘束した隣接する縦長パネル１３の両端の接点、即ち、走行ヒンジ１４と隣接する各縦
長パネル１３の軸支点が該円弧の中心側に移動する結果、該隣接する縦長パネル１３によ
る、方向転換湾曲部４３の円弧に対する弦が短寸化する結果、該隣接する縦長パネル１３
の上記両端の接点を結ぶ円弧、即ち、曲率半径を縮小した円弧によって、該隣接する縦長
パネル１３の通過とこれによる方向転換が可能となる。該方向転換した隣接する縦長パネ
ル１３は、再度振止ガイド６２に対接して、その案内により該方向転換湾曲部４３に続く
直線部４２に至った進行する。従って、シャッター本体１を開放する場合、該方向転換湾
曲部４３を通過した後の交差一方の直線部４２においてその内側又は外側に向けて蛇腹状
の折畳みを行うようにすればよく、シャッター本体１を閉鎖する場合、逆に方向転換湾曲
部４３の通過後の交差他方の直線部において伸張進行するようにすればよい。
【００２８】
　上記図１乃至図８及び図９乃至図１２の例にあって、上記振止ガイド６２を不存在とす
ることによって、脱出ヒンジ１５は、直線部４２の見込方向中心線から、例えば２１乃至
２２ｍｍ程度円弧中心側に移動し、該移動の結果、方向転換湾曲部４３の曲率半径は、こ
れをそれぞれ上記５００ｍｍとしたが、曲率半径は、縦長パネル１３の横幅、脱出ヒンジ
１５の拡開角度等によって規制されるところ、内側折畳み形態、外側折畳み形態の折畳み
の形態を問わずに上記１０００ｍｍを下回り、上記５００ｍｍに至る間の縮小変更がもと
より可能であるが、半径スペースの有効利用の観点から、これを検討するに、該曲率半径
をは、これを８００ｍｍ程度とすることによってその有意な縮小を可能とし得る一方、曲
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率半径極小化の極限は３００ｍｍとすることができるから、該観点から曲率半径の縮小は
、これを、８００～３００ｍｍの範囲とすることが好ましい。
【００２９】
　従って、上記曲率半径を１０００ｍｍとするように上記走行ヒンジ１４と脱出ヒンジ１
５を配置した横引シャッターと同一構成の横引シャッターを用いて、上記振止ガイド６２
の不存在又は短寸化によって、該曲率半径を適宜に縮小することができ、従って、コーナ
ーに生じるデッドスペースを可及的に小さくして、店舗等の開口部の面積活用を可及的有
効に行い得る交差２面開閉横引シャッターＳとすることができ、このとき、曲率半径を縮
小しても、上記上枠の振止ガイド６２に対する措置以外に、シャッター本体１及びシャッ
ター枠４を変更する必要を生じることなく、シャッター本体１の開閉をスムーズに行う縮
小した方向転換湾曲部を有するものとすることができる。
【００３０】
　図中７は、脱出ヒンジ１５に連結した一方の、即ち、開放時に折畳み側に位置する各縦
長パネル１３の上框に設置し、上枠４１の方向転換湾曲部４３に連続する直線部４２にお
ける折畳み位置に設置した図示省略のガイドブロックに衝接することによって該縦長パネ
ル１３を折畳み側に脱出案内する蹴り出しブロック、８は、上記走行框１２と開閉方向中
間の走行ヒンジ１４の可動部位に配置した、本例にあって床面に配置した受孔又は床面に
設置した受具９の受孔に落し込んで、シャッター本体１を２個所で固定することによって
施錠を行い、また、蛇腹状折畳時に、これら走行框１２、走行ヒンジ１４の位置に同じく
床面又は受具９の受孔を配置してシャッター本体１の揺動を防止する落し錠をそれぞれ示
す。
【００３１】
　図示した例は以上のとおりとしたが、上枠をガイドレール及び振止ガイドを一体成形の
アルミ押出材によるものとし、上記振止ガイドの不存在乃至短寸化を、該押出材に切欠き
加工を施すことによって行うようにすることを含めて、本発明の実施に当って、横引シャ
ッター、シャッター本体、走行ヒンジ、脱出ヒンジ、縦長パネル、ハンガーローラー、振
止水平ローラー、シャッター枠、上枠、直線部、方向転換湾曲部、ガイドレール、振止ガ
イド等の各具体的構造、形状、材質、これらの関係、これらに対する付加等は、上記発明
の要旨に反しない限り様々な形態のものとすることができる。
【符号の説明】
【００３２】
　　Ｓ　横引シャッター
　　１　シャッター本体
　　１１　吊元框
　　１２　走行框
　　１３　縦長パネル
　　１４　走行ヒンジ
　　１５　脱出ヒンジ
　　１６　ヒンジ本体
　　１７　支軸
　　１８　軸受
　　２　ハンガーローラー
　　３　振止水平ローラー
　　４　シャッター枠
　　４１　上枠
　　４２　直線部
　　４３　方向転換湾曲部
　　４４　脱出ヒンジ変位許容部
　　４５　縦枠
　　５　上枠本体
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　　６　レール部材
　　６１　ガイドレール
　　６２　振止ガイド
　　７　蹴り出しブロック
　　８　落し錠
　　９　受具
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